
　福井県民生
協では、「COOP
黒河川水力発
電所」の運転を
2025年6月より
開始しました。
　一般家庭お
よそ1,000世帯
相当の電気を
発電することができます。将来に渡って発電する設備を残し
ていくことで、未来の子どもたちにクリーンなエネルギーとい
う資源を残していくことにもつながります。

「COOP黒河川水力発電所」が運転開始！

　京都生協で
は、日常生活の
中で実践できる
プラスチック削
減の取り組みの
一つとして、2025
年4月より全18
店舗でのレジ袋
の有料配布を
終了しました。この取り組みにより、年間のレジ袋販売数
（2024年度は887,153枚）分のプラスチックの使用量を削
減できる見込みです。

レジ袋の有料配布の終了

　みやぎ生協
では、「顔とくら
しの見える産
直　めぐみ野」
の取り組みを
通して、自然環
境や生物多様
性、人を大切に
する農業や漁業の維持・発展・食料自給率の向上に寄与し
ています。生産者の「メンバー（組合員）に安全で安心な商
品を届けたい」という思いを大切に、食卓に安全で安心でき
る商品が並ぶよう生産者を応援していきます。

みやぎ生協 京都生協

福井県民生協

顔とくらしの見える産直　めぐみ野

　コープこう
べは、宅配に
て廃食油を
回収する取り
組みを2025
年6月より開
始しました。
　回収した
廃食油は油脂会社に売却し、専用の工場で処理後にせっけ
んや燃料などにリサイクルされています。廃食油の売却に
よって得られた収益のすべては、行政と連携して配布してい
る「出産祝品」などの子育て支援に活用されています。

宅配のしくみを活用した廃食油回収

　コープみら
いでは、身近な
環境への関心
を深め、コープ
デリグループ
のSDGｓの取り
組みについて
理解を深める
ことを目的に、千葉県富津市の富津海岸にて、清掃ボラン
ティア活動を継続的に実施しています。コープみらい・コー
プデリ連合会・グループ会社の役職員と家族のほか、関係
者を含めて100名を超える規模となっています。

千葉県富津海岸でのビーチクリーン
コープみらい コープこうべ

こんなことに

全国の
生協で
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2026年4月発行
レポート本体は
こちらからご覧いただけます

　日本生活協同組合連合会は、各地の生協や都道府県別・

事業種別の生協連合会が加入する全国連合会です。生協に

は地域購買生協、大学生協、学校生協、職域生協、医療

福祉生協など様々な生協がありますが、ここではおもに店舗

や宅配事業を展開している地域購買生協を取り上げています。
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「すべての人々が
  人間らしく生きられる
 豊かな地球を、
 未来のこどもたちへ」
　生協は2021年に「生協の2030環境・サステナビリティ政
策」を策定しました。この政策は、持続可能な社会を実現する
ために、全国の生協の事業と活動で推進する2030年までの
政策です。上記のスローガンのもと、10の行動指針と7つの
目標の実現を社会に約束しています。

正規職員 約3万2千人組合員 約2千4百万人
ひと

店舗数 約900店
宅配車両（委託含む）

約2万6千4百台
もの

出資金
約8千億円 約3兆2千億円

総事業高

包括連携協定

自治体との協定締結数
約230件

地域見守り協定

緊急時物資支援協定等
約1,320件
(全市区町村の約74%)

※上記の数値は自治体との協定締結数を除き2024年度実績です

約960件

で見る生協（コープ）数字

エシカル消費に対応
した商品を拡大・普及
させ、エシカル消費に
共感できる消費者を
社会の中に増やして

いきます

行動指針1

生協の環境・サステナ
ビリティに関わる取り組
み状況を積極的に公
開し、社会との対話を

進めます

行動指針10

環境・サステナビリティ
に関わる諸課題を解決
するために、新たな協
働の取り組みにチャレ

ンジします

行動指針9

バリューチェーン全体
において人権尊重の
取り組みを進めます

行動指針7
生協事業で使用する
プラスチック製容器
包装と紙を削減しま
す。また、持続可能な
原材料への切り替え

を進めます

行動指針4

生協事業から排出され
る容器包装等の回収・
リサイクルを、組合員と
ともに推進します

行動指針5

生協事業ならびに組合
員家庭から生じる食品
廃棄物・食品ロスの削

減を進めます

行動指針6

生協事業のサプライ
チェーン全体と、組合員
の生活における温室効
果ガス排出削減に取り

組みます

行動指針2

自然の豊かさを未来に
つなぐ環境保全活動
と、生物多様性保全に
向けた事業を進めます

行動指針8
再生可能エネルギー
の開発を通して、日本
における再エネ導入
量を増加させるととも
に、持続可能な地域
づくりに貢献します

行動指針3
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生協の2030環境・
サステナビリティ政策
「10の行動指針」

注：上記の数値は、主に日本生協連が66生協を対象に実施した調査実績（202４年度）ですが、一部2026年3月時点の数値を反映しています。本紙に記載の事例はすべての生協が実施している内容
ではなく、特定の生協で実施されている事例も含まれています。

　  各目標に対する到達点や詳細についてはサステナビリティレポート本体に掲載しています。表紙の二次元コードからご確認ください。

全国の生協の取り組み状況

　生協では原材料の調達において、環境に配
慮し、人権を尊重する「責任ある調達」を推進し
ています。23生協が水産物や農産物に関する
調達方針を策定・公開し、うち13生協が2030
年までの調達目標を設定しています。

　21生協が植樹活動を展開しており、のべ植
樹本数が10万本を超える生協もあります。ま
た、24生協が地域の環境保全等に寄与するこ
とを目的に環境基金を設置しています。
　61生協がSDGsやエシカル消費、生き物調
査等をテーマにしたイベントや学習会を実施し
ました。

責任ある調達の推進

組合員による活動

　生協では、認証マーク付き商品、産地指定・
国産素材の商品、寄付金付き商品などをエシカ
ル消費対応商品と呼び、店舗や宅配紙面で積
極展開しています。コープ商品のエシカル消費
対応商品の供給高は５年連続で2,000億円
（※）を超えました。さまざまなイベントや学習
会、キャンペーンを通して、消費者にエシカル消
費の普及を図っています。
※組合員価格ベースの推計値

エシカル消費
　2030年までに50％以上削減（2013年度比）
することを目指しています。 2024年度は調達電
力の再生可能エネルギーへの切替えが進み、
18.8%削減できています。

　2030年までに年間発電量4億kWh（設備容
量200MW相当）を創出することを目指していま
す。おもに施設への太陽光発電の設置が進み、
2025年度時点で年間発電量約2.7億kWh（設
備容量約155MW）の再生可能エネルギーを開
発しました。

温室効果ガスの削減

再生可能エネルギーの開発

　2030年までに25％削減（2018年度比）する
ことを目指しています。2024年度はノントレー化
などにより11.7％削減しました。また、組合員の
協力のもと店頭の回収ボックスや配送の戻り便
を活用して資源物を回収し、リサイクルに取り組
んでいます。

　2030年までに25％削減（2021年度比）する
ことを目指しています。複数の生協で紙カタログ
の廃止とWeb利用への切り替えが進み、2024
年度は7.2％削減となりました。

　2030年までに50％削減（2018年度比）する
ことを目指しています。店舗での生ごみ処理機
の導入やたい肥等へのリサイクルが進み、2024
年度の食品廃棄物量は26.0％まで減らすことが
できました。食品リサイクル率は77.3％です。

使い捨てプラスチック製
容器包装の使用量の削減

商品カタログに使用する
紙の量の削減

食品廃棄物の発生抑制と
リサイクルの推進 　2025年度までに8生協が人権方針を策定・

公表しており、人権デュー・ディリジェンスとし
て、人権リスクの洗い出しやリスクマッピングの
作成を進めています。また、人権リスクの防止・
軽減策として、9つの生協が第三者認証付商品
の調達や労働環境の改善を行っています。

人権尊重の取り組み


